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日本放送協会放送受信料免除基準の一部変更に対するご意見募集 経営委員会から執行部へ検討を求める事項等 

 

実施期間 ２０２３年４月１２日（水） ～ ２０２３年５月１１日（木） 

 

ご意見の件数 152 件 （団体 2 件、個人 150 件） 

提出者 

団体:2 件 

個人:150 件 

寄せられたご意見 別紙のとおり 
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子どもが、4 月から進学のため一人暮らしを始めました  本人は「PC 用のモニターのみでいい。テレビは見ないから要らない」と

言っていましたが、災害時の情報入手のためにもチューナー付きモニターを購入し、NHK 受信も契約しました  水光熱費も

2 世帯分必要になる中、ほとんど見ることのないテレビの受信料は半額とは言え正直痛い出費ですが、背に腹は代えられま

せん  わが家の場合、そういう状況なので、被扶養者である学生の受信料免除、たいへんありがたいです 

【50 代・女性】 

 

（類似するご意見:43 件） 

全面的に反対です。  その理由 1 つ、2018 年に学生など免除を始めたときに、「公平性のために免除対象は限定します」

と、これ以上は対象を広げない趣旨を言っていたのに、これでは約束が違います。こうしてまた数年おきに徐々に対象を広げ、

最終的には子供は免除と持っていきたい意図は明白です。 

【40 代・女性】 

これまでの放送受信料の免除の考え方に

照らして反対というご意見をいただいてお

り、執行部の考えを伺いたい。 

すでにある受信料免除基準では広く公平に受信料の負担をするために、その免除対象者は公共施設と障害者を除けばお

おむね生活保護受給者に限られます。しかし説明資料に記載されている追加の対象学生について、いずれも「経済的に厳

しい状況にあると考えられるため」とありますが、基本的な考え方に挙げられている物価高騰等は何も学生だけに限った話で

はなく、学生という年間１００万円以上かかる身分を持たない者であっても、所得税や住民税が課税されない又は国民年

金保険料の全額免除を受けている世帯もあるのに、今までの奨学生・授業料免除や生活保護を受けている部分だけならま

だしも、「経済苦」を理由にする学生だけの制度をここまで広げるには理由がなく説得力に欠けます。 そもそも高等教育に進

学する高校生は 8 割程度でみんなが学生になるわけでもなく、障害病気だけでなく経済的理由でも、奨学金制度は学資

金の全額を賄えるわけではないためそれを使っても進学できない人はおり、そういう方たちもまた「多様で信頼できる情報を取

得したい」と思っているはずなのに、この新しい免除基準を学生特に正科生に限って政策的に広く設けるには、それがどうして

も学生でなければならない理由が欲しいところです。 

【20 代・男性】 

学生を対象とする理由についてご意見を

いただいており、執行部の考えを伺いた

い。 

住民票を移していない一人暮らしの学生はどうなるのでしょうか? 地元での成人式参加の為、住民票は実家のままにして

いる学生は多くいます。賃貸契約も親名義となっているケースがほとんどだと思います。 

【個人】 

住民票を移していない場合の取り扱いに

関するご意見をいただいており、執行部の

考えを伺いたい。 

全ての学生に対して、受信料は免除すべきだと考える。 

【40 代・男性】 

 

（類似するご意見:5 件） 

全ての学生に対して、放送受信料を免除

すべきというご意見をいただいており、執行

部の考えを伺いたい。 
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せめて母子家庭、父子家庭は年収に応じて減額してもらうとかなり助かります。 物価高騰のなか身内が苦しい思いをしてい

ます。 

【50 代・女性】 

 

ひとり親家庭にも、受信料免除の配慮をお願いします。 NHK さんの受信料で放送が成り立っていると言う事は承知してい

ますが、家計の負担になっている事は間違いありません。  何卒、検討よろしくお願い致します。 

【30 代・女性】 

 

ひとり親で正規雇用では無い場合、児童扶養手当の確認で免除にしてもらいたい。250 万円は最低賃金が 1000 縁を

超えた時点で週三日勤務でいとも簡単に乗り越えてしまい途端に生活が圧迫されてしまう。必要な情報を確保したいし、子

供達にも E テレの健やかな番組を享受させたいです。宜しくお願いします。 

【50 代・個人】 

 

（類似するご意見:8 件） 

ひとり親家庭に対して、放送受信料を免

除すべきというご意見をいただいており、執

行部の考えを伺いたい。 

物価高の中、生活が苦しいと考えられる人から受信料を一時的に免除するのが良いと思う。 そして、今の苦しい状況が落ち

着いたら、再び受信料を徴収すれば良い。 理由としては、現在生活が苦しいと感じている人が多いこと、それによりテレビを

手放す人が増えると考えられる。そうすれば⾧期的に見ても受信料の徴収が減ってしまう。それよりも、数ヶ月または、数年

間、生活が苦しい人に対して免除して、この状況が落ち着く(具体的には、賃上げが大きくされる時や、ウクライナ侵攻が収ま

る時)時にまた再び受信料を払う制度に戻せば良い、と私は考える。 

【20 代・女性】 

 

（類似するご意見:6 件） 

物価高騰の影響により放送受信料を免

除すべきというご意見をいただいており、執

行部の考えを伺いたい。 

平等と公平という観点から  全額免除の申請による個人情報の収集には賛同しませんが、それぞれの所得水準により受信

料の免除減免がある事は必要であると考えますよう 

【株式会社土地松】 

免除の申請のときに提出する個人情報に

関するご意見をいただいており、執行部の

考えを伺いたい。 
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受信料免除基準の対象について、ひとり親家庭や学生に限らず全ての市町村税非課税世帯まで拡大できないのでしょう

か?  生活に大変であり貴会の放送による教育や福祉の情報が不可欠であるからです。 

【個人】 

 

学生も大変かもしれないがそれよりも年金非課税者にも免除あるいは減額にしてほしい 

【70 代以上・女性】 

 

被扶養者の学生に対する免除は大賛成ですが、非課税世帯への対応も考えて頂きたいです。物価が高騰しても年金(わ

ずかな)の増額はありません。かつかつの経済状態です。 

【60 代・女性】 

 

一部の学生の受信料を無償化するのであれば、非課税世帯の高齢者の受信料を無償化することを検討いただきたい。 高

齢者はテレビがたのしみだが、非課税世帯においては受信料の負担は少なく無い。 

【50 代・男性】 

 

被扶養者の学生に対する免除は大賛成ですが、非課税世帯への対応も考えて頂きたいです。物価が高騰しても年金(わ

ずかな)の増額はありません。かつかつの経済状態です。 

【70 代以上・男性】 

 

（類似するご意見:6 件） 

非課税の世帯に対して、放送受信料を

免除すべきというご意見をいただいており、

執行部の考えを伺いたい。 

NHK において今回の「学生を対象とする免除の拡大」は当然のことであり、いささか遅いように思う。 

【60 代・男性】 

 

被扶養者の学生、それと同等水準の収入の学生（世帯主の学生という事ですね?）は、放送受信料は免除、いいと思い

ます! むしろ、何故今迄そうでなかったのかとも思います。 

【50 代・女性】 

 

（類似するご意見:2 件） 

本変更案の実施が遅いというご意見をい

ただいており、執行部の考えを伺いたい。 
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NHK 受信料について  最近、高齢の両親が施設に入りました。  母は特別養護老人ホーム、 父は介護付き有料高齢者

住宅(アパートの一室を借りるに同様)。  95 歳の父のその部屋にテレビを設置してあげたいのですが、各部屋に受信料が発

生します。  月々の施設料(20 万越え)に加え、受信料の支払いが発生する為、母の入居料もあわせ家計にとても負担に

なります。  父はそれを気遣ってか、テレビは要らないと言いますが、耳は全く聴こえず、更に今や寝たきりとなり、することもな

く、このままでは認知症まっしぐらです(悲)。  父は、自宅にいた時、四六時中 NHK と BS を字幕で観て楽しんでいました。  

植物が大好きで庭は花や木々でいっぱいでした。 是非、＂らんまん＂も観せてあげたい。  学生だけではなく、 このような経

済的に弱い立場の高齢者には、 受信料の免除、または割引などの配慮をしていたただだけませんか。 残り少ない余生を豊

かなものにさせてあげたいと思います。 我が家のような介護問題を抱えるご家庭も 全国にはたくさんいらっしゃるはずです。  

受信料免除または割引き制度について 検討していただけると幸いです。  

【50 代・女性】 

 

物価の高騰などで困っているのは学生だけではありません。年金で生活している高齢者も困っています。高齢者の受信料に

ついても免除や減額を検討していただきたいです。 

【60 代・女性】 

 

年金だけでは生活出来ずに高齢にも関わらず働らかなければならない高齢者もいるのだからまずはそこから見直すべき。 

【30 代・女性】 

 

年金生活者も受信料免除してほしい。 昨今の物価高で年金生活者の生活は逼迫しています。 せめて減額して欲しいで

す。 

【50 代・女性】 

 

（類似するご意見:3 件） 

高齢者や年金生活者に対して、放送受

信料を免除すべきというご意見をいただい

ており、執行部の考えを伺いたい。 

これらの変更には問題点もあります。まず、免除した分の受信料はどこから補填されるのかという問題です。NHK は、これまで

も免除分は既存の受信料負担者から徴収することで賄ってきましたが、今回の変更で免除対象者が増えれば、その分だけ

負担者から徴収する金額が増えることになります。これは、負担者にとって不公平であり納得できないことです。NHK は、負

担者への説明責任を果たすべきです。   

【40 代・男性】 

免除による減収の補てんに関するご意見

をいただいており、執行部の考えを伺いた

い。 







9 

 

年収基準ももう少し高い金額にした方が良いと思います。 （45 年以上前に私が学生だった頃、アルバイトをして自分の学

費と生活費を稼ぐだけではなく、自宅に仕送りしている学生がいました。彼のことを思うと、自分の生活費だけを稼いでいる学

生だけではなく、自宅に仕送りする学生のことも考え、「年間 130 万円以下」ではなく、「年間 240 万円以下」にしても良い

と思います。（240 万円の根拠は、月額 20 万円×12 か月です。） 

【60 代・男性】 

 

NHK が公共性を本旨とするのであれば学生は勿論のこと、地上波放送（インターネット）の受信料は、世帯収入が 300

万円以下の世帯も対象にすべきである。 

【60 代・男性】 

収入水準を高くすべきというご意見をいた

だいており、執行部の考えを伺いたい。 

年収 130 万円以下の学生とあるが、年収 130 万円以下の世帯主に対して全額免除すべき。 家族がある場合は世帯

総収入とすべき。 一人暮らしの学生は世帯総収入から除外すべき。 

【60 代・男性】 

 

学生だけではなく，社会人（住民税非課税世帯）年収１３０万にも適応させてほしい  母子家庭，（障害者などを含

む）  高所得層から徴収額を増額させるべきだと思う   

【30 代・男性】 

学生に限定すべきでない、世帯総収入と

すべきというご意見をいただいており、執行

部の考えを伺いたい。 

別表 4 について  若者のテレビ離れを防ぐ目的からすれば、「学生」ではなく「若者」としたらどうでしょうか。  また、収入により

対象となる人ならない人を分けるのではなく、年齢で区切る方が合理的で事務量も少なくて良いと思います。例えば、25 歳

以下は収入に関わらず、また学生であるかどうかに関わらず免除としたらどうでしょうか。  そうすれば、在籍証明も収入証明も

不要です。受信料徴収事務の委託料を大きく増やす必要はなくなります。  テレビ文化を守るという目的であれば若者以外

からの賛同も得られやすいと思います。 

【50 代・男性】 

 

（類似する意見:1 件） 

学生でなく「若者」とすべきというご意見を

いただいており、執行部の考えを伺いた

い。 
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被扶養者である学生の受信料を免除するというのは不公平と考えます。 私自身、数年前まで学生で一人暮らしをしてお

り、被扶養者でありました。学費等を支払う必要があり苦しい生活ではありましたが、毎晩のように NHK が受信料徴収のた

めに下宿へ訪問されたことから受信料を払っておりました。 学生になる時代によって受信料の支払い義務が生じたり生じなか

ったりするというのは不公平に思いますし、苦しい中受信料を払ってきた身からすると容認し難いものがあります。 

【20 代・男性】 

 

扶養家族の学生ならびに同等の学生からの受信料徴収に反対します。 

【50 代・男性】 

被扶養者である学生に対して免除するこ

とについてご意見をいただいており、執行

部の考えを伺いたい。 

 

 

  






